　　はじめに

　2006年に公益法人制度改革３法（一般社団・財団法人法、公益法人認定法、関係法律整備法）が成立した。

　この法律に基づき、従来の公益法人は2008年12月から特例民法法人（特例社団法人・特例財団法人）とされ、５年の移行期間（2013年11月まで）に公益法人認定を取るか、一般法人となるかを選択しなければならなくなる。

　公益法人をめぐる公益性認定の対応は、今後の自治体出資公益法人のあり方に直接影響を与えることから、自治研作業委員会として公益法人改革への対応策、公益性認定の手順等、当面の対応策をまとめたものである。

　なお、本報告は2008年７月末時点における政府の報告や資料等に基づき作成している。

＜公益法人改革対策プロジェクト＞
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